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8′000〟k帯多重電話中継装置
8,000Mc Band Multi-ChannelTelephony RepeatingInstallation

内 容 梗 概

日立製作所において昭和34年3月に240通話路の多重電話信Fナを国際規格に従って遠距離に伝

崎 彰 夫*
Akio Okazaki

する8,000

Mc荷のヘテロダイソ中継装~躍を完成した｡木装掟はさきにヒl立製作湖中火研究所において試作された6,000

Mc広帯域信砂中継装置の基礎データ一にもとづきその後の進行波管の進歩,試作機の長期データーの累積な

どにより改良を行ったものである｡

本文においては装置の仕様,姓能,特長を記しノ,ヘテロダイン中継方式の概念,回路柄成,各部の詳細を説

明し,さらに絵合 統括果のデーターを掲げた｡

なお本装置ほ同時に完成された仝トランジスタ式多孤端周装暦と糾合わせて使用される｡

1.緒

日立製作所ではさきに中央研究所に二机､て,6,000McjJlfの広描城

信号中継装置の試作を完成した(1)1〕これは600通話路のj 多重信巨J･

あるいはテレビジョン信号を伝送する規格を満足するものであっ

た｡その後の進行波管の進歩,実装方式の改良とともに,120通話

路～240通話路程度の伝送に対する要求が高まってきたので,ニの

事態に即応するため,さきの試作の離㍑鋸こもとづいて8,00OMc描に

おける通話路容量240チャンネルのUXFM-:う2形ヘテロダイン小

継装■澤を完成した｡

本装置の設計力針としては,下記の伝送規格を満足させることほ

もちろん,持に性能の安定性,保Vの容易なることを考旧した､.す

なわち,本装置の粕長として,

(1)前回の試作の際完成されたフェライト･ジャイレークを利

川した送信用披数変換器が,その後長期仰の試験においてきわポ)

て優秀であることを確認し,今回もこれを採用した〔1

(2)R_立パッケージ形進行波符を採川Lたり これは可搬形テレ

ビジョン中継機(FPU)の電力増隔ユニットとして多くのテレビ

右~如こ納入され,ひどい使用条件に耐えた尖漬をもっているり また

テレビ中継 務の性質上取扱い,調整の容易などを年制こ要求され,

これにこたえて完成されたものであるので1†豆扱い,調整ほきわが)

て界易である｡

(3)変調器にほ位相推移形 FM 発振帯を川いた′.これほ本文

で詳記するように性能,安定牲ともに十分の黒緋をれ▲するもので

ある｡

(4)端末機と中継機とは本文で詳記するようをこほとんど同一-･怖

成で,保守の統一をはかり,また中継局におけるチャンネルの分

岐･そう入ほ端末局と同一視格をもって行うことができる｡

(5)中継局において,その前位局が故障した場合にほ,変調形

式およびAFC系統を端末用形式に即時切換え,F位相に対し同

線を維持できる｡

(6)本文で 記するように,臼局内において変調裾,復調器の

微分特性を容易に分離測定できるようにして保守の使をはかっ

た｡

(7)実 は幅520mm,奥行225mmの甘立形牒ッカーにプラ

グイソし,操作はすべて前面より行う最新形としたので,背｢卜合

わせの設置が可能である｡

気的性能としては,伺 標準電話中継同線(2)の規楕を目標
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として所要特性を定めた｡すなわち,

い･i線全長 2,500km

回線構成 無線変復調装置答9古､

を含む

川根容競 240通話路多重`

-FJ

伝送品質 搬送多弔電話装~齢を除

く無線装~掛こより定まる通話路信

甘紆雑音1七を51.2dB(評価値)以

上とする｡

これにより決定した装~躍の具備すべき

電気｢1勺性能ほ次のとおりになる｡

周減数偏移 200kcr.m.s./CH

′受信人カ ー55dBm以上

邦吉指数 14dB以~F

小間周波昭域栢16Mc

振晰相性 -1-4Mcの範囲でn.5

dB以下

遅延柁十′ヒ 土4Mcの範囲で8

m/JS以【F

微分特性,変履ぷ聞とも士4Mcの範閃で2%-以下

入～lりJ定在波比 十4Mcの範閃で1.1以下

なお本装置の定櫓は

送信機端子=りJ 2W以上

車間周波数 70Mc

中間周波入Ⅲカインピーダンス 75n士20%

源 AC200V,50c/s または60c/s

消費電力 約1kVA

であって外観ほ第1図に示すとお『)である｡

2.回 路 構 成

2.1ヘテロダイン中継の諸方式

ヘテロダイソ中継の基木的方式としてi･も 部局こ榔別受 発振器

をそなえた形式のものと,仙邪発振器は送受に共通であって偏移周

波数発振箸別こよって,送受局発間に所定の周波数差をナえる形式の

ものとが考えられる.Jいずれの場合も,受信披をしt-1間周波に して

増幅し,これを周波数変換して受信披と所定の周波数差をもった

信波として次局へ送り糾すものである｡

まず第1の形式のものについてほ弟2図のように送受おのおのの
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第2岡 送受別局発形中継機系統図

AFC の方式により四つの形に分 される｡同じ表現で第2の形式

のものを表わすと第3図のようになる｡一例として第2図(a)につ

いて 明すると,受信波と受信局発波が受信周波数変換器によって

混合され中間周波が発生する｡これを周波数弁別し常に所定の中間

周波数となるよう受信局発の周波数を制御する.｡またこの受信局発

波ほ,送信局発波と偏移周波数変換器にて混合され,偏移周波(受

信波と送信波の差の周波数)を発生し,これを周波数弁別し常に所

定の偏移周波数となるよう送信局発の周波数を制御する｡

送受の局部発振 をそなえた第1の形式のものにくらべ,偏移周

波数発振器による第2の形式のものは,マイクロ波管が1本節約で

きること,偏移周波数発振器の周波数安定度は十分高いので,全回

線の周波数安定度はほとんど両端末局のマイクロ波AFCの確度の

みによって定まること,また,ハムが問題になる信号の伝送を行う

場合などは局部発振据カ､ら混入するハムに対し送受で相殺できるこ

となどの利点を考え,われわれほ第2の形式のものを採用した｡

第2の形式,すなわち偏移周波数発振器を用いるものでは,偏移

周波数勢力と局発勢力とを混合する方式,および偏移周波数勢力を

受信中間周波と混合する方式の2つが考えられる｡おのおのをブロ

ック図であらわすと弟4囲および弟5図のようになる｡本装置では

弟5図の方 によった｡

次に葬る図の回路構成図について説明しよう｡

2.2 受 信 部

受信部では受信周波数変換器により,受信波を中間周波信号に変

換する｡この信号ほ低雑音増幅(PIF)後,主中間周波増幅器(MIF)

にて十分増幅され安定な出力となる｡送受周波数に160Mcの差を

もたせるため,受信波の周波数変換には,後に述べる送信局部発振波

と160Mcの周波数差を有する局部発振波を要するが,これほさき

に述べた偏移周波数発振静,すなわち変調盤(MOD)の160Mc発

振器の勢力を 部発振器の出力の一部と混合し周波数変換して作ら
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第4号

第3同 偏移周波発振器形中継機系統図

第4図 ヘテロダイソ中継機ブロック岡(その1)
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れる｡主中間周波増幅君のJ_u力はあとに る後盲称｣~1間周汲酬】■■ii器

(LIF)と,AFC盤と,復調盤(DEM)とに分れそれぞれ送信用信り`,

局部発振器の周波数制御,チャンネルの分岐に用いられる0

2.3 送 信 部

主中間周波脚幅器｢侶Jは上記のように後掛t｣問周波増幅器を経て

送信周波数変換器でマイクロ波周波数に再変換される｡これはさら

に進行波管電力増幅掛こよ卵馴召されてアンテナに送り込まれる0

また中継局からチャンネルのそう入を行うため,変 盤(MOD)に

は160Mcの偏移周波発振器をもっており,これをそう入チャンネル

にて周波数変調し,偏移周波士別宙器(SFA)を経て,受信

信周波数変換器を介して前置中間

発から受

抜増幅掛こ入り主信号とまった

く同じルートで増幅,周波数変換が行われる･つ

2.4 レベルダイヤグラム

小継機各部接続点におけるレベル関係を示すレベルダイヤグラム

を策7図に示す｡

2.5 端末機と中継機

端末機と中継機の相異ほまずAFCのループ系であって,端末機

ではマイクロ波周波数弁別器JJl力を,中継機では中間周波数弁別器

氾力を交流化増幅後整流してクライストロン･リペラ電圧を制御し

ている｡次にチャンネルのそう入に閲し,中継機のチャンネルそう

入は2.3で述べたとおりであるが,端末機では主中間周波増幅器と

後置中間周波増幅器とを切り離し,変調般から多重信号で周波数変

調された70Mcを後置中間周波に接続する｡

中継局において前位局からの受信が,故障あるいはフェージング

などのため断たれスケルチ･リレーが復旧すると,AFC系統および

変調系統を上記の中継機形式から端末機形式に切換え下位闘こ対

し,端末局のようになり回綽を維持するようになる｡

2.る 計器,表示関係

常時指示を表わしている計器としては,進行波管のヘリックス電

流,変調盤(MOD)における160Mc FM 発振 の40Mc段におけ

るAFC中心値の指示,局部発振クライストロンのAFC中心値の指

示,送信出力の整流値,受信AGC電流を整流した受信入力値の指

示がある｡またチェック用電流計により各真空管の電流を測定ジャ

ックを介して適時点検することができる｡次にランプ
示としてほ

送信出力の低下,受信スケルチ･リレーの復旧,ヒューズ断,使用

ルートに関するものを行っている｡
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第8図 中間周波増幅器特性

3.各部回路の詳細

3.1受 信 部

3.1.1受信周波数変換器

受信周波数変換器は,受信帯域炉波器,局発帯域炉波器および

3分岐導波管で構成される形式のいわゆるシングルミクサで,鉱

石検波韓としては1N23Bを用いた｡受信折渡器4段は振幅最

大平たん形で,伝送帯域内での損失は1dB,定在波比は1･05,ま

た影像周波数に対する抑圧度は約65dBである｡

3.1.2 前置中間周波増幅器および主中間周波増幅器

前置中間周波増幅器は格子接地形の6M一口lを3段,6R-R8

を1段用い,利得25dB,出力は75Qのケーブルに整合している○

主中間周波増幅岩割も 格子接地形の6M-Hlを1段,6R-R8を
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第9図 サーキュレータ外観岡

6段用い,その棋力を2本の終段出力管6R-PlOに分岐供給して

いる｡その一つの出力ほ後置弓1間周波増幅器に導かれ,ほかの一

つほ受信AFCおよび同線の分岐あるいは,チャンネルのドロッ

プに使われる｡主中間周波増幅器の利得は65dBで,前置中間周

波増幅器と総合した振幅特性を第8図(a)に,遅延特性を第8図

(b)に示す｡主中間周波増幅掛こは自動利得制御(A.G.C)を行

うため6CB6を1本用いており,入力変化
L50dBmから

r

75dBmの範囲において,主中間周波増幅器のⅢカレベルを+4

dBm(75fl)±1dB以内におさえている｡AGC[fリコの一イ糾よメー

タ盤の受 入力計に導かれ受信レベルを常時監視することができ

る｡また前位局の故障あるいほ非常に深いフェージングのため圭

増幅器の信号川づ]がある程度以下に低下した場合には,12RLL3に

よってスケルチ･リレーを復旧させて主増幅器の出力をたつとと

もにAFC系を端｣ミ局形式に切換え~F御調こ対して回線を維拍す

る｡

3.l.3 偏移周波数増幅器と受信局発発生器

受信局発覚生餌昭還信局発折渡器,受信局発炉波器および二分

岐導波管により構成される鉱石検波器式周波数変順灘である｡送

信局発管VA-220の㌻-H力の一部は方｢相性 含賂,送信局発炉波瀾

を経て鉱石検波器SH5Aに加えられる｡一刀

McのH力ほ偏移

調盤からの16〔)

波数増幅器からSH5Aを励航し160Mcのビ

ートを作り出すから,そのうち送信局発渡より160Mc低い周波

数を受信J六)発炉披講翫こよ射取り用し,受仁澗波致変摸掛こ加える｡

3.】.4 AFC盤

AFC穀削こ入った土中問周波椚腑捏=†j]の70Mcはthroughで

復調盤忙入るものと,受信AFCを行うためのものとに分かれる｡

AFC系は6R-R82段で脚IJ冨後,6R-R8で 幅制限,周波数介

ケiljを行い,これを交流化して12RLL3で交流増幅し6AL5で位

相検波して局発クライストロソとのベラ 圧に積み重ねて日動周

波数制御俊行い,r~い間周波数の偏差を±200kc以内におさえてい

る-〕また既述のようにスケルチ･リレーが復旧したときは,12

RLL3の入力に与えていた中間周妓系の弁別H力を,空洞弁別器

の=力に切換えそれによってさきの場合と同様にして日動周波数

制御を行い,送信局発としてのクライストロンの周波数変動を

士0.02%以内におさえる｡

3.l.5 復 調 盤

AFC盤からthroughででてきた70Mc中間周波ほ,75nで復

調盤に入り,振幅制限,周波数弁別,き還増幅後変成器を介して搬

送端局装置に75∫ユで送出する｡打合わせチャンネルは6R-PlO

の出力から低域炉波器で取Hiし6CB6で増幅後,変成器を介し

600rユで送頂する｡

3.2 送 信 部

3･2.1後置中間周波増幅器

後置中間周波増幅器の入力ほ6R-R8を2本並列接続し,その

一方に常時主中間周波増幅儲の山力が加えられ,これほさらに6
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第10図 進行波管外観図

R-PlO2段によ卵削戻され,送信周披数変換器のGHIC検波器

を励振する｡主｢ト間周波増幅器のスケルチ･リレーが復旧した場

介は,主小間周波増幅器からの70Mcほ断たれ,並列接続された

入力の6R-R8の他方には変調健からの70Mcが加えられ,変調

系統が端末局形式になって~F附加こ対L同線を維持する｡

3.2.2 送信周波数変換器

送信周妓数変換器ほさきの受信局発発生器と原理的にほ同一で

あるが,この変換器でほ被変調波を取扱う関係上,その伝送特性

に配慮しなければならない｡すなわち3.1.3項で述べたような変

換同路では,検波器で発生した不要ビート波が局発炉波瀾で反射

されて検波器に再入射し,ふたたび周氾激変換が行われ二次的な

変換H力が発生する｡この二次棋力と-→次HけJの干渉により,変

操の周波数対振幅および遅延特性の平たん性が失われる｡これに

対処するためフェライトを利用したマイクロ波循環巨服各による周

披数変換器をmし､非常に好約束を得た｡本掛こついてほすでに

しく報7【‡されているので(1)(3),ここではサーキュレータの外観を

弟9図にホすに止めて置く｡fLりJ炉適闇汁日嗣姐埴過形,帯域反射

形の組合わせで構成されている｡

3.2.3 電力増幅器

7E力州幅 とL･ては,パッケージ形進行波狩W886を用いてい

る′〕W886ほヘリックス電圧約2,600V,ビーム電流30mAで飽

和=力3W,小伝け利得30dBである｡入～1‡力ほ導波解離合形で,

ビーム集束ほバリウム･フェライト系磁前による周期18mmの

交番磁ち-ヰを川いているっ外観は第10図に示すようであって,全

l主約310mm,市塙的2.35kgの′J､形I掛占二で茄脱が梢に界易なよ

うに設計されている｡

3.2.4 変 調 盤

■11継局でチャンネルのそう入を行う場合ほ,変調璃において

CR移相発振器を周波数変調し(4),160Mcにおいて周波数偏移

200kc/CHを与えて偏移周波数増幅儲から,受信f.j)党を通して前

F己中間周波用偏屈の入力に加える｡またスケルチ･リレーが復旧

して変調系統を端末局形式に切換える場合は,スケルチ･リレー

によって変調鶴の160Mcを断ち70McのIrけ】を奴t[lして後置中

間周波耶幅磯にそう入する｡

変調盤の構成を簡略化したブロック図であらわすと第1】図の

ようiこなり,被変 発振器の原郡回路はさらに弟12図のように

あらわされる｡この回路をこおいてV3,Vlの内部抵抗が入力抵抗

(･こ比して十分大であれば,各段で生ずる移相量ほ近似的にV2で

90度,V3で(180十45度),Vlで45度に取ることができ,合計

360度となって発振する｡Rほ近似的に1/g-れであるから,発振

条件が満足される周波数ほf=glll/2打Cサイクルである｡したが

ってビデオ周波数でg皿を変化させてやれば,

れるわけである｡なお真空管の交換,

どl･

わ行卸

動,温度上昇

などに対して発振周波数レベル変動,微分特性の変化に関して詳

紳な試験を行いきわめて安定な動作が行われていることを確認し

た｡--･例として電源 圧を ±10%

牲の実独データーを弟13図に示す｡

えた場合の変 器の微分特
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第15図 総

渡部ほ雑電線盤,低圧電源盤,商丑電源盤に分かれ･,雅電源魔

にほ24Vの整流電源と時限リレーおよびナiiスイッチを備えているしJ

低圧電源盤には,一般頁空管のヒータ電線,DC士150V,安定化電線

150Vを含んでおり,雑電源盤の時限リレー動作後,低圧スイッチ

により動作する｡高圧 源盤にほ,クライストロン,進行波管のヒ

ータ電源,および各電極電圧用の安定化電源が含まれている._..
3.4 微分特性の試験

自局内でセットの精密調整あるいは試験を行う場合,変調綱,復

調器の微分相生を簡主iう･に測定できることが必要である｡本装閏では

第14図のようなカ法で変調器,復調器の微分柑-ごとを独立に測定でき

る｡すなわち(a)の場合には変調器入力に50c/sに重畳した200kc

の信号を入れ,受信導波管端子より受信波に等しい波を標準信弓▲発

生器より加えてやれば,中間周波を発生しこれを復

が取出される｡このとき 1二11DEM打と記した復

すれは200kc

器すなわち舞る

図のAFC盤の12RLL3により 50c/s分のみを復調して局発クラ

イストロンのリペラーにき還してふりもどしを行えば,周波数弁別

轟ほほとんど中心部のみを使11ヨすることになるので,50c/sで掃引

された変 器の特性だけを取り出すことができる(〕このようにして

振 幅･遅 延 特 性
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第16図 入 出 力定在波比

変調据の侍牲が測定されれば,復調器の微分特性も(b)のようにし

て測定できる｡あるいほ変復調器通した場合の特性も(c)のように

して界易に測定することができる｡

4.総 特 性

本装置〝〕特性のうち最も電要なものほ,雑音指数,振幅特性,遅

延特性,微分特性および入出力定在波比の五つである｡次にこれら

の試験齢果濫ついて

4.1雑音指数

受信フィルタおよび埠流導波管の損失を除いて13dBであった｡

(フィルタ,単流導波管の損失ほおのおの1dB)

4.2 振幅特性

[l-継機の導波管入力端から山力端までの振幅特性は弟15図(a)

に示すように士5Mcの伝送持戒困における振幅偏差は約0.2dBで

ある｡

4.3 遅延特性

遅延相性ほ(2)と同じ端子から測定して舞15図(b)のような結

果を得た｡これにみられるように,遅延偏差ほほとんど中間周波増

幅器の二次,三次位相ひずみによるもののみで, 信周波数変換器
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などで生ずる高次のひずみの影響はみられない｡

4.4 微分特性

微分特性については策13図に一例を示したが,総合して下記の

ようになった｡

4･5 入出力定在波比

弟lる図(a)(b)にそれぞれHl力および入力の定在波比を示す｡

伝送帯域内においてはいずれも定在波比1.05以~Fとなっている｡

5.結

以上述べたように8,000Mc帯における歳大通詔路容量240チヤ

･一腰
特許弟248263号

特 許 の

ンネルを伝送する中継装置を完成し,

第42巻 第4号

足すべき特惟をうることが

できた｡本装置ほ別に報告される全トランジスタ化された多重端局

装間と組合わされ,長距離にわたって高品質の電話伝送を行うこと

ができる｡

本装置の製作にあたり有益な助言を与えられた日立製作所中央研

究所の関口主任研究員はじめ関係各位,および国際電気株式会社の

かたがたに深く感謝する次第である｡
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フレームジブコールカッタのフレームジブ腰動横構

この発明は,弟1図に示したように採炭時に先行する上,下スト

レートジプ32,33により炭層に上下二段のすかしを入れ,後続する

フレームジブ21によりわく形に透哉して行くフレームジブコールカ

ツタにおいて,フレームジブの回転および旋回をストレートジプの
駆動機満によって機械的に行うようにしたものである｡

ストレートジプ駆動装置は,油圧モータ4により駆動される歯車

5を介して回転される軸6にクラッチ13,14を取りつけ,そのクラ

ッチにより上,下ストレートジプ支持腕7,8に固定した大歯車9,
10とかみ合う′ト歯車11,12を操作するようにしたものである｡した

がって,上,下ストレートジプ32,33は上,下ストレー1トジブ支持

腕7,8を介して油圧モータ4により駆動される｡

フレームジブ駆動装置は,軸6に国定した歯車16にかみ合う歯車

15aの軸にドラム15bとクラッチ15cとを取りつけ,そのドラム15b

とフレームジブヘッド部に.没けたドラム18との間にロープ19をエ

ンドレス状にかけわたしてフレームジブ21を駆動させるようにL

たものである｡

フレームジブ支持腕22の紬にゆるくほまっているフレームジブ

上ストレートジフ､､

､
､
･
_

-

フレームジフ､
(クノ)

下ストレートジア

(晶り

第1図 フレームジブコールカッタの採炭状態を示す側面図

7レ【ムシフコーノLノ声ッタの概略を示す平面図

●

-

56

第2図 フレームジブコールカッタの概略を示す平面図

ヘッドブロック23の軸にほドラム18が凹足されていて,このドラ

ムの回転によりフレームジブヘッドブロック23は回転してフレー

ムジプ支持腕22を旋回させる｡これと同時にヘッドブロック23に

取りつけた歯卓27はフレームジブ支持わく24に固定した歯車25の

周囲を回転するので,歯車機構31を介してフレームジプ支持腕22

の軸に固着する歯車26が回転される｡したがって,フレームジブ

21はその支持腕22によって回転されながら旋回される｡

フレームジプ21を舞2図に示すA位置からB位置に移動させて
遠戚を行う状態とするには,油圧モータ4によりストレートジプ駆

動機構を介してフレームジプ駆動装置を駆動させ,ロープ19によ

りドラム18を回転してフレームジブ21を旋回させながら回転させ

てフレームジプヘッド那前面の水平方向(A)からそのヘッド都側
面の垂直1川】｣(B)にガ向変換させる｡

この発明によれはフレームジブの駆動を容易に行うことができる

はかりでなく,各クラッチの操作によって各ジブの単独駆動および

複合駆動を山裾′1在に行うことができる｡

不発明の軍部断面図
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第3図 本発明の安部断面図
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